
有期労働契約に関する各論点について

（有期労働契約）

（第２の３）更新回数や利用可能期間に係るルール*
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・（第６）１回の契約期間の上限
・（第４の１）１回の契約期間の設定

回数：n回まで ← 区切り* → 年数：Ｎ年まで

（第３の２）書面明
示がなされなかっ
た場合の効果*
（例）
・無期みなし
・無期と推定

・無期の申込み義
務
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（第３の１）契約締
結時の明示事項

○契約期間

○更新の有無、更
新の判断基準＊

○その他の労働条
件
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上限手前の雇止め、クー
リング期間の問題等

（第２の３）区切
り超えの法的効
果*

（例）
・無期みなし

・無期変更申込
みみなし

・無期変更申込
み義務付け
・雇止め予告

・解雇権濫用法
理と同様のルー
ルの適用

（無期労働契約）
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解雇権濫用法理

契約締結時の明示事項
○労働条件

（手
続
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正社員

職種限定、勤務地限定
等の無期労働契約
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（注１）有期労働契約研究会報告書（案）の内容を整理したもの。「第○の○」は対応する報告書（案）の項目
（注２） *は現行法上ないルール

（第４の３）
契約終了手当*

（第１）現状と課題
・有期契約労働者は労使の多様なニーズにより増加、多様な集団に
（自らの都合に合った働き方である場合、正社員としての職を得られずやむを得ず就いた場合、継続雇用される実態等）
・雇用の不安定さ、待遇等の格差、職業能力形成が不十分等の課題

→ 雇用の安定、公正な待遇等を確保するため、契約の締結時から終了に至るまでを視野に入れて有期労働契約の不合理・不適正な利用を防止す
るとの視点を持ちつつ、ルールや雇用・労働条件管理の在り方を検討し、方向性を示すことが課題

【課題（副作用等）】【課題】

労使のニーズとの関係、新規雇
用が抑制されないか等

・予測可能性の欠如
をいかに補足するか

【課題】

締結事由に該当しない場合の効果*
（例）
・無期みなし 等

【課題】

・位置付けの仕方
・雇用保障のルール
等

解雇権濫用法理が類推適用された場合
の効果*
（例）
・更新と同様の効果 等

（第２の４）一定の場合、解雇権濫用法理
を類推適用している雇止め法理の法定*

多様な正社員

（第２の２）締結事由の規制*
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